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木材加工用機械作業主任者技能講習受講資格証明書 

 

 

受講者氏名             

 

 

１．木材加工用機械による業務に     年   月から    年  月まで   年 

     月の間従事した経験を有する。 

 

２．職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第２７条第１項の準則訓練である普通 

職業訓練のうち、職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）別表第２ 

の訓練科の欄に定める製材機械系製材機械整備科、建築施工系木造建築科、建築施工系枠 

組壁建築科、木材加工系木工科又は木材加工系木型科の訓練を    年  月に修了し、 

その後    年  月から    年  月まで  年  月の間木材加工用機械の 

業務に従事した経験を有する。 

 

３．職業能力開発促進法第２７条第１項の準則訓練である高度職業訓練のうち、職業能力開 

発促進法施行規則別表第６の訓練科の欄に定める居住システム系建築科、居住システム系 

住居環境科又は居住システム系インテリア科の訓練を    年  月に修了し、その後 

    年  月から    年  月まで  年  月の間木材加工用機械の業務に 

従事した経験を有する。 

 

４．職業能力開発促進法の一部を改正する法律（平成４年法律第６７号）による改正前の職 

 業能力開発促進法（以下「旧能開法」という。）第２７条第１項の準則訓練である養成訓 

練のうち、職業能力開発促進法施行規則等の一部を改正する省令（平成５年労働省令第１ 

号）による改正前の職業能力開発促進法施行規則（以下「平成５年改正前の能開法規則」 

という。）別表第３の訓練科の欄に掲げる製材機械整備科、建築科、木工科、木型科、製 

材科又は合板製造科の訓練（職業訓練法の一部を改正する法律（昭和６０年法律第５６号） 

による改正前の職業訓練法（以下「訓練法」という。）第１０条の準則訓練である養成訓 

練として行われたもの及び職業訓練法の一部を改正する法律（昭和５３年法律第４０号） 

による改正前の職業訓練法（以下「旧訓練法」という。）第８条第１項の養成訓練として 

行われたものを含む。）を    年  月に修了し、その後    年  月から     

年  月まで  年  月の間木材加工用機械の業務に従事した経験を有する。 

 

５．旧能開法第２７条第１項の準則訓練である養成訓練のうち、平成５年改正前の能開法規 

 則別表第３の２の訓練科の欄に掲げる建築科又は室内造形科の訓練（訓練法第１０条の準 

 則訓練である養成訓練として行われたもの及び旧訓練法第８条第１項の養成訓練として 

行われたものを含む。）を    年  月に修了し、その後    年  月から 

年  月まで  年  月の間木材加工用機械の業務に従事した経験を有する。 
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６．職業訓練法施行規則の一部を改正する省令（昭和５３年労働省令第３７号。以下「５３ 

 年改正省令」という。）附則第２条第１項に規定する専修訓練課程の普通職業訓練（平成 

５年改正省令による改正前の同項に規定する専修訓練課程の養成訓練を含む。）のうち５ 

３年改正省令による改正前の職業訓練法施行規則（以下「旧訓練法規則」という。）別表 

第２の訓練科の欄に掲げる製材機械整備科、建築科、木工科、木型科、製材科若しくは合 

板製造科の訓練の例により行われる訓練を修了した者又は旧訓練法第８条第１項の養成 

訓練のうち旧訓練法規則別表第２の訓練科の欄に掲げる製材機械整備科、建築科、木工科、 

木型科、製材科若しくは合板製造科の訓練を    年  月に修了し、その後   年 

  月から   年  月まで  年  月の間木材加工用機械の業務に従事した経験 

を有する。 

 

  上記のとおり、受講資格について証明します。 

  （職業訓練修了証添付） 

 

令和  年  月  日 

 

証明者 

所在地 〒 

                                     事業所名 

                   代表者名               印 

 

 

 

＊ 該当番号に「○」を付し、空欄に該当年月を記入して証明してください。 

 

＊ 受講資格証明書として該当する職業訓練修了証の写しを添付してください。 

 

＊ 講習科目の受講の一部免除に関する証明証の写しを添付してください。 

 ① 職業訓練修了証 

 ② 技能検定合格証 

 ③ 職業訓練指導員免許証 

 ④ 製材安全士講習修了証 


